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(百万円未満切捨て)
１．平成25年12月期の連結業績（平成25年１月１日～平成25年12月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期 9,187 △ 3.0 919 77.9 809 85.3 455 95.4

24年12月期 9,475 17.8 517 △ 31.0 436 △ 41.5 233 △ 47.5

(注) 包括利益 25年12月期 455 百万円 ( 95.4％) 24年12月期 233 百万円 (△47.5％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年12月期 66.04 － 12.5 10.1 10.0

24年12月期 33.80 － 7.0 6.6 5.5

(参考) 持分法投資損益 25年12月期 －百万円 24年12月期 －百万円
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年12月期 8,918 3,867 43.4 560.55

24年12月期 7,092 3,432 48.4 497.51

(参考) 自己資本 25年12月期 3,867百万円 24年12月期 3,432百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年12月期 △ 664 △ 175 1,136 1,089

24年12月期 △ 952 △ 15 692 792
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年12月期 － 0.00 － 3.00 3.00 20 8.9 0.6

25年12月期 － 0.00 － 3.00 3.00 20 4.5 0.6

26年12月期(予想) － 3.00 － 3.00 6.00 8.0
　

３．平成26年12月期の連結業績予想（平成26年１月１日～平成26年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 4,088 14.3 288 － 192 － 112 － 16.34

通 期 12,088 31.6 1,059 15.2 854 5.5 517 13.6 75.02
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（注）当連結会計年度より、表示方法の変更を行っております。詳細は、決算短信（添付資料）21ページ（表示方法の変更）をご覧くださ

い。

　
（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年12月期 6,900,000 株 24年12月期 6,900,000 株

② 期末自己株式数 25年12月期 148 株 24年12月期 69 株

③ 期中平均株式数 25年12月期 6,899,906 株 24年12月期 6,899,968 株

　

(参考) 個別業績の概要

１．平成25年12月期の個別業績（平成25年１月１日～平成25年12月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期 7,580 △ 2.4 1,044 103.6 929 121.2 581 146.0

24年12月期 7,770 12.8 512 △ 34.7 420 △ 46.0 236 △ 49.1
　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

25年12月期 84.27 －

24年12月期 34.26 －
　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年12月期 8,516 3,993 46.9 578.81

24年12月期 6,437 3,432 53.3 497.53

(参考) 自己資本 25年12月期 3,993百万円 24年12月期 3,432百万円
　

２．平成26年12月期の個別業績予想（平成26年１月１日～平成26年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,746 23.7 269 302.1 162 351.6 23.62

通 期 10,538 39.0 820 △ 11.7 495 △ 14.8 71.83
　

※ 監査手続の実施状況に関する表示

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の

前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関する

分析」をご覧ください。

・当社は、平成26年２月20日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融政策による円高の是正に伴う輸出の持ち直しや

企業収益、個人消費、雇用情勢等の改善も見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループが属する不動産業界におきましては、金融緩和策の実施による資金環境の改善を受け、新規物件

取得の動きが活発化しており、また、不動産価格、金利の先高感や、消費税増税前の駆込み需要などから、好調

な展開が続いております。

このような状況の中で、仕入情報チャネルの拡大を図り、安定的な事業成長の継続と今後の利益の源泉となる

物件仕入の強化に努めました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高9,187百万円（前年同期比3.0％減）、営業利益919百万円（前年同

期比77.9％増）、経常利益809百万円（前年同期比85.3％増）、当期純利益455百万円（前年同期比95.4％増）とな

りました。

セグメント別の概況は次のとおりであります。

（不動産販売事業）

不動産販売事業におきましては、底地398件、居抜き34件、所有権物件38件の販売を行いました。底地及び居

抜き物件の売上高が減少したことにより、全体の売上高が減少した一方、底地の利益率の改善や利益率の高い

居抜き物件の販売を行いました。その結果、売上高は7,599百万円（前年同期比2.6％減）となったものの、セ

グメント利益は1,580百万円(前年同期比65.9％増)となりました。

（建築事業）

建築事業におきましては、注文住宅・リフォーム工事191件の販売をいたしましたが、大型施設工事におい

て、仕様変更に伴い工事原価が増加いたしました。その結果、売上高は1,663百万円（前年同期比4.3％減）と

なり、セグメント損失は104百万円(前年同期は21百万円のセグメント利益)となりました。

② 次期の見通し

今後の見通しにつきましては、米国の長期債務問題や新興国市場の成長鈍化等の不透明感はあるものの、わが

国経済は、政府の積極的な財政支出やデフレ脱却、円安への是正等を目指した政策効果が引き続いて期待されて

おります。

不動産市況におきましては、消費税率引き上げ後の反動が懸念されますが、企業収益や個人消費の改善等から

も景気回復への期待は今後も高く、マンション供給戸数は増加傾向が続くものと思われます。オフィス需要につ

いても、都心のオフィス空室率は改善傾向の状況にあり、不動産市況全般の趨勢は堅調に推移するものと考えて

おります。

また、税制改正における相続税や贈与税の見直しは、今後当社が主に取り扱っている底地の売買にプラス面で

の影響があるものと考えております。

このような状況下において、当社は、前期に着手した組織の効率化とレベルアップを更に進めて、仕入情報チ

ャネルの拡大、地権者や借地人の方の多様化するニーズを踏まえた権利調整の強化を図り、業容の拡大を図って

まいります。

以上により、次期の業績見通しにつきましては、売上高12,088百万円（前年同期比31.6％増）、営業利益1,059

百万円（前年同期比15.2％増）、経常利益854百万円（前年同期比5.5％増）、当期純利益517百万円（前年同期比

13.6％増）を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債、純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末から1,826百万円増加し、8,918百万円となりました。

（流動資産）

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末から1,766百万円増加し、8,023百万円となりました。主な

要因は、現金及び預金326百万円の増加、販売用不動産1,512百万円の増加等によるものであります。

（固定資産）

当連結会計年度末の固定資産は、前連結会計年度末から59百万円増加し、895百万円となりました。主な要因

は、無形固定資産21百万円の増加、投資その他の資産35百万円の増加等によるものであります。
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（流動負債）

当連結会計年度末の流動負債は、前連結会計年度末から1,489百万円増加し、4,586百万円となりました。主な

要因は、短期借入金1,288百万円の増加、未払法人税等339百万円の増加等によるものであります。

（固定負債）

当連結会計年度末の固定負債は、前連結会計年度末から97百万円減少し、464百万円となりました。主な要因

は、社債117百万円の増加、長期借入金224百万円の減少等によるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末から434百万円増加し、3,867百万円となりました。主な要因

は、利益剰余金434百万円の増加によるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から296百万円

増加し、1,089百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動の結果使用した資金は664百万円となりました。これは主に、税金等調整

前当期純利益が809百万円、たな卸資産の増加による支出1,514百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動の結果使用した資金は175百万円となりました。これは主に、定期預金の

預入による支出84百万円、無形固定資産の取得による支出47百万円、貸付による支出40百万円となったことによ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動の結果得られた資金は1,136百万円となりました。これは主に、短期借入

金の増加による収入1,288百万円、長期借入れによる収入278百万円、長期借入金の返済による支出564百万円、

社債の発行による収入197百万円となったことによるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期

自己資本比率(％) 53.3 48.4 43.4

時価ベースの自己資本比率(％) 58.8 31.5 47.3

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率(％)
193.8 － －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍)
12.5 － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

５．平成24年12月期、平成25年12月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率、イン

タレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

　
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、収益力の向上を図り配当原資を確保することにより、継続的かつ安定的な配当の実施及び経営成績に

応じた積極的な利益還元を配当の基本方針としております。今後につきましても、株主に対する利益還元を重要

な経営課題として認識し、株主利益の最大化を目指した経営戦略の推進によって、収益力の向上と事業基盤の拡

大を図ることに努めてまいります。内部留保資金の使途につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応

すべく、経営体質の強化による事業基盤の拡大を図るため、有効投資を実施してまいりたいと考えております。

なお、当社は定款において取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定めておりますが、株主総

会決議により年１回の期末配当による剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

当事業年度末（平成25年12月31日）を基準とする剰余金の配当は、１株当たり３円00銭を予定しております。

なお、次期の剰余金の配当は、上記の方針のもと、１株当たり３円00銭の普通配当を予定しております。また、

東京証券取引所市場第二部への市場変更を記念致しまして１株当たり３円00銭の記念配当を予定しております。
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従って、平成26年12月期の年間配当につきましては、普通配当と合わせて１株当たり６円00銭（記念配当３円

00銭、期末配当３円00銭）を予定しております。
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（４）事業等のリスク

以下には、当社グループの事業及び経理の状況等に関して、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判断

上重要と考えられる事項について、投資家に対する積極的情報開示の観点から以下に記載しております。なお、

当社グループは、これらのリスク発生が考えられる事項に対し、十分な認識をした上で、リスク回避あるいは発

生後の迅速な対応に努める所存でありますが、当社株式に対する投資判断は、本項記載内容等を慎重に検討した

上で行われる必要があると考えます。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

① 経済情勢の変動について

当社は、底地を主な対象とした権利調整を行う不動産販売事業を行っております。当社グループの属する不

動産業界におきましては、景気動向及び金利動向等の影響を受けやすいため、景気見通しの悪化や金利の大幅

な上昇等が発生した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、経

済情勢の変化により土地の公示価格の下落等が発生した場合には、当社の収益が圧迫され、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。特に、権利調整におきましては、売買対象となる底地の買取価格及び賃料収入は、土地

の実勢価格に基づいて算定されており、不動産価格と事業損益は密接に関係しているため、景気動向の影響を

受ける傾向にあります。従いまして、当社の想定を超える経済情勢の変動が起こった場合には、当社グループ

の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

② 所有不動産の価格下落リスクについて

当社は、在庫として保有する販売用不動産や収益性のある投資不動産を所有しており、当該不動産の販売価

格や稼働率、賃料等は、景気動向や不動産市況、不動産税制の変更、近隣の賃貸需給関係等の影響を受けやす

い傾向があります。

当社グループにおきましては、販売用不動産については、上記のリスクを注視しながら計画に基づいた販売

を推進するとともに、投資不動産については、稼働率を高めて安定した賃料収入を確保するため、テナントの

入退居状況や賃料の未収状況を常にチェックし、また不動産そのものの価値を高めるよう努力してまいります。

しかしながら、上記理由等により、販売価格が下落した場合や稼働率や賃料が低下し、保有する収益不動産か

ら得られる賃料収入が減少した場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

また、首都圏直下型の大地震等の自然災害、火災、事故等により、保有している不動産が毀損及び滅失する

可能性があります。当社グループでは原則として、所有する不動産に対しては、火災保険や賠償責任保険等を

付保しておりますが、保険金の限度額を上回る損害が発生する可能性や、保険でカバーできない災害や事故が

発生する可能性を否定することはできません。また、保険金が支払われた場合におきましても、災害発生前の

状態に回復させることができない可能性があります。この場合、当社グループの財政状態及び業績に影響が及

ぶ可能性があります。

③ 不動産に関する権利関係の複雑性及び不動産登記に公信力がないことについて

不動産については様々な権利義務が存在します。日本の不動産登記には公信力（公示を信頼して取引した者

には、公示どおりの権利状態があったのと同様の保護を与える力）がないことから、登記を信頼して取引した

場合でも保護されない場合があります。特に当社が主に取り扱う底地については、権利関係が不動産登記に正

確に反映されていないために登記から事前に正確な権利関係を完全に把握できない場合や、権利関係の発生時

期が古く度々相続が発生し権利が複雑化しているために、正確な権利関係の把握に時間を要する場合がありま

す。従いまして、当社が取得した権利が第三者の権利や行政法規等により制限を受け、あるいは第三者の権利

を侵害していること、当社が借地権者等の権利者と判断した相手先以外に権利者が存在すること等が後になっ

て判明する可能性があります。当社は、仕入に際して登記内容を確認することに加えて不動産仲介業者・税理

士等の物件情報提供者を通じ、土地所有者より権利関係に関する情報を可能な限り入手しており、また物件取

得後において新たな権利関係等が判明した場合はそれに応じた権利調整方法を再度立案することにより対応を

行っておりますが、対応困難な事態が現実に発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

④ 不動産に係る権利調整の成否による業績の変動について

当社の不動産販売事業においては、収益化するにあたり権利調整を行う場合が大半を占めております。従い

まして、底地において借地権者が底地の販売交渉に応じないことから販売交渉が進展しない場合、居抜き物件

において借家権者が明渡し交渉に応じないために売却に至らない場合など、権利調整における交渉が順調に進

捗せず収益化に至らない場合には、当社グループの業績に変動が生じる可能性があります。
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⑤ 不動産物件の仕入について

当社の不動産販売事業においては、物件の仕入の成否が販売に直結するため、情報収集先の拡大等により物

件仕入の確保に努める方針であります。しかしながら、不動産市況の変化、物件の取得競争の激化等により優

良な物件を仕入れることが困難となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 不動産物件の引渡し時期及び決済条件の変更等による業績の変動について

当社の不動産販売事業にかかる売上計上方法は、物件の売買契約を締結した時点ではなく、物件の引渡しを

行った時点で売上を計上する引渡基準によっております。そのため、顧客都合による決済日の変更や決済条件

の変更等により、物件の引渡し時期、規模及び利益率等の変更が生じた場合、当社グループの業績に変動が生

じる可能性があります。

⑦ 法的規制について

当社グループの属する不動産業界には、「宅地建物取引業法」「建築基準法」「都市計画法」「国土利用計画法」

「借地借家法」等の法的規制があります。当社グループは、それらの規制を受け、宅地建物取引業法に基づく免

許を取得して不動産販売等の業務を行っております。これらの法的規制の大幅な改廃や新法の制定により、事

業計画見直しの必要が生じる等の法的規制の強化や緩和が行われた場合、当社グループの業績に影響が生じる

可能性があります。

なお、宅地建物取引業免許は、当社グループの主要な事業活動に必須の免許であります。現時点において、

グループ各社には、宅地建物取引業法及び建築士法に定める免許または登録の取消事由・更新欠格事由に該当

する事実は存在しておりません。しかしながら、今後、何らかの理由により免許及び登録の取消・更新欠格に

よる失効等があった場合には、当社グループの主要な事業活動に支障をきたし、業績に重大な影響を及ぼす可

能性があります。

当社グループの有する免許、許可は以下のとおりであります。

会社名 法令等名 免許・許可の内容 有効期限

㈱サンセイランディック 宅地建物取引業法 宅地建物取引業者免許

（国土交通省(3)第6282号）

平成29年５月17日

㈱One’s Life ホーム 建築業法 特定建設業許可

（東京都知事(特-22)第123905号）

平成27年５月16日

建築士法 一級建築士事務所

（東京都知事 第51028号）

平成27年５月19日

宅地建物取引業法 宅地建物取引業者免許

（東京都知事(1)第91530号）

平成27年３月19日

⑧ 税制の変更等による業績の変動について

当社グループの属する不動産業界において、不動産関連税制の変更が生じた場合には、資産の保有・取得・

売却コストの上昇、顧客の購買意欲の減退等により当社グループの業績に変動が生じる可能性があります。ま

た、当社が主に取り扱う底地については、土地所有者における相続の発生が当社の物件仕入の要因となる場合

が多いことから、相続税制において規制の強化・緩和等がなされた場合には、当社グループの業績に変動が生

じる可能性があります。

⑨ 訴訟等について

当社グループは、当連結会計年度末現在において、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす訴訟を提起さ

れている事実はありませんが、万が一将来において、借地権者及び借家権者との交渉に伴うトラブルが生じた

場合、あるいは建築に際しての近隣住民からのクレーム等が生じた場合、これらに起因する訴訟その他の請求

が発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容及び結果によっては、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

⑩ 有利子負債への依存と資金調達について

当社では、不動産の取得資金を主に金融機関からの借入金により調達しているため、有利子負債への依存度

が比較的高い水準にあります。今後は、資金調達手段の多様化に取り組むとともに、自己資本の充実に注力す

る方針でありますが、金融情勢の変化等により金利水準が変動した場合には、当社グループの業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社の資金調達の方法については、特定の金融機関に依存することなく個別の案件毎に融資の打診を

しておりますが、金融政策の変化、当社の信用力の低下等により資金調達に制約を受けた場合には、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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《有利子負債残高の推移》

項目
期別

平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期

有利子負債残高 （千円） 1,879,649 2,620,660 3,780,192

総資産額 （千円） 6,085,469 7,092,582 8,918,899

有利子負債比率 （％） 30.9 36.9 42.4

　

⑪ 住宅保証について

建築事業において、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」では、10年間の瑕疵担保の義務化を定めており

ます。当社グループは財団法人住宅保証機構及び株式会社日本住宅保証検査機構（以下、「住宅保証機構」とい

う。）に登録しており、当社グループの販売する戸建分譲住宅及び注文住宅は、住宅保証機構の10年間の住宅性

能保証を受けております。住宅性能保証を受けるためには、同法人の現場検査を受ける必要があるため、当社

グループにおきましては施工（工事管理）を充実させ、品質管理に万全を期するとともに、販売後のクレーム

に関しましても適切に対応しております。

しかしながら、引渡件数の増加に伴い、当社グループの品質管理に不備が生じた場合には賠償等により当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があり、また、当社グループの販売した住宅に重大な瑕疵があるとのク

レームがなされた場合には、当社グループの責によるか否かを問わず、また、実際の瑕疵の有無によらず、根

拠のない誤認であった場合でも、当社グループの信用に悪影響を及ぼし、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

⑫ 住宅建材の価格について

建築事業において、原油価格の高騰・木材価格の上昇などにより、日本国内の需要に関係なく住宅建材の価

格が上昇する可能性があります。住宅建材について、建材価格の上昇を販売価格に転嫁することが難しい場合

には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、住宅資材の供給不足や価格高騰が発生し

た場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑬ 建築事業における建築工事の外注について

建築事業においては、当社子会社㈱One's Life ホームが顧客より戸建住宅の建築を請負い、建築設計や各種

工事については外注・業務委託しております。外注・業務委託先については能力・コスト・財務内容等を総合

的に勘案した上で選定しており、住宅建築工事の工期・品質についても十分に管理しておりますが、外注・業

務委託先が経営不振に陥った場合や設計・工事における工期遅延又は品質上の問題が生じた場合は、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、建築需要等の高まりにより、外注・業務委託先の確保が

十分にできない場合に工期遅延の発生や外注費の上昇となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑭ 個人情報等の管理について

当社グループは、土地所有者や借地権者の顧客情報など多数の個人情報を保有しております。これらの情報

管理については、その管理に万全を期するため、管理体制の構築、社内規程の整備、システム上のセキュリテ

ィ対策の強化など、その管理に万全を期しております。しかしながら、万が一これらの情報が外部流出した場

合、あるいは不正使用された場合には、信用の失墜や損害賠償等が生じ、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。

⑮ 人材の確保と育成について

当社は、底地を主な対象とした権利調整を行う不動産販売事業を行っており、業務を行うためには、不動産

に係る幅広い法令や業務に関する知識が求められ、また、土地所有者、借地権者と交渉を進めるにあたって高

いコミュニケーション能力が求められます。したがって、今後の業容の拡大及び業務内容の多様化に対応して、

優秀な人材を適切な時期に確保する必要があります。しかしながら、人材の確保・育成が計画通り進まない場

合や、社外流出等何らかの事由により既存の人材が業務に就くことが困難になった場合には、当社の事業活動

に支障が生じ、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、平成26年２月14日現在、当社及び連結子会社１社により構成されており、底地（借地権負担付土

地）等に係る不動産販売事業、建築事業を主たる業務として行っております。

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは次の通りであります。なお、事業の種

類別セグメントと同一の区分であります。

（１）不動産販売事業

当事業におきましては、当社が、主にひとつの不動産に複数の権利者がいるため、自由な活用が制限されてい

たり、資産価値が低くなっている物件を土地所有者から買取り、権利関係を調整（以下、「権利調整」※という。）

することにより、不動産の価値を高めた上で販売する事業を行っております。物件情報は不動産仲介業者等から

の紹介によって収集しており、物件の法的規制や権利関係などの調査を実施し、土地所有者と仕入交渉を行って

物件を買取っております。

なお、当事業において取扱う具体的な物件は以下の通りでありますが、案件によって単体の場合と、①～③が

混在している事業があります。

※以下の「①底地」「②居抜き物件」文中の下線部が、当社による権利調整に該当します。

① 底地

底地とは、主に「借地権負担付土地」であり、土地所有者が第三者に土地を貸し、賃借料（以下、「地代」と

いう。）収入を得ている土地を指します。一般的な土地には、土地所有者に「土地の所有権と利用権」（以下、

「完全所有権」という。）がありますが、土地所有者が、その土地を第三者に貸し、第三者がその土地に家を建て

ると、当該第三者は、地代を支払う義務を負う代わりに「土地の利用権」（「借地権」）を得ます。（以下、この第

三者を「借地権者」という。）。一方、土地所有者は、土地の利用権を一時的に失った状態となり、「土地の所有

権と地代徴収権」（「底地権」）を持つことになります。

当社は、主に旧法が適用される底地を土地所有者より買取り、隣地との境界確定、借地区画ごとの分筆や借地

権者との交渉の後、借地権者のニーズに合わせて、以下のように対応します。

イ 借地権者への底地の販売（借地権者の完全所有権化）

ロ 借地権者からの借地権の買取り等による当社の完全所有権化後、不動産仲介業者を通じての不動産会社や事

業会社、個人に販売

このように、当社が当事者（土地所有者）として様々な権利を適切に調整することで、借地権者との間におけ

るトラブルを回避し、満足頂けるようなソリューションを提供しております。また、当社が取得した底地を販売

するまでの期間は、借地権者から地代を得ております。

② 居抜き物件

居抜き物件とは、老朽化して十分に収益を上げることができないアパートやビルなどの借家権付土地建物のこ

とをいいます。

当社は、土地建物所有者より居抜き物件を買取り、借家権者（その建物の一部を借りている建物賃借人）に退

去の依頼をして、必要に応じて新しい移転先の紹介や移転費用の負担などを行った上で（以下、「明渡し交渉」

という。）、賃貸借契約を合意解約して当社の完全所有権とします。借家権者の退去後、空き物件となった土地建

物（必要に応じて建物解体後の更地）を、不動産仲介業者を通じて不動産会社や事業会社、個人に販売しており

ます。

③ 所有権

所有権とは、土地建物に係る所有者の完全所有権のことであり、当社が所有者から所有権物件を買取り、不動

産仲介業者を通じて不動産会社や事業会社、個人に販売しております。

当社は、東京本社を含め札幌支店・武蔵野支店・横浜支店・名古屋支店・大阪支店・福岡支店の全国７ヶ所に

営業拠点を設け、底地を主体に取扱う不動産会社として、積極的に事業を展開しております。

不動産の売買の他に、地代の集金業務の代行や土地賃貸借契約期間の更新手続など、土地所有者から土地賃貸

管理業務を一括して請け負うサービスである「オーナーズパートナー」(注２)を展開しております。また、オフ

ィスビル・マンション・アパート等の賃貸用不動産を所有し、賃料収入を得ております。
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（注１）「旧借地借家法」について

わが国の近代における土地所有制度の歴史的変革は、明治政府により実施された土地の自由売買容認と地租

改正に始まります。しかし当時は、税負担が大きく、借地形態での居住が中心であり、土地所有者の権利が強

い時代でした。明治から大正にかけて、農村部から都市部への人口流入が進む中で、借地権者の権利保護が求

められるようになり、大正10年に借地法・借家法が制定されました。そして、大正12年に発生した関東大震災

により、多くの被災者が発生しましたが、迅速かつ円滑な復興を目的として、翌年、借地借家臨時処理法を制

定し、被災前の借家権者であった者に借地権者の権利を主張できるようにしました。これにより、借地の供給

が大幅に増加したといえます。この後も都市部への人口流入が続いて不動産価格の高騰がおき、賃借人の保護

を行う必要が高まったため、昭和16年に借地法・借家法の改正がなされ、土地所有者側の正当な事由なしに土

地賃貸借契約解約の申入れ、更新の拒絶ができなくなりました。

戦後においても、戦後復興を進めるため罹災法（罹災都市借地借家臨時処理法）が制定され、借地の供給が

なされました。高度経済成長期には地価の大幅な上昇を招いたことや都市部への人口流入が続いたこともあり、

住宅難の時代が続きました。また、多くの借地権建物も老朽化が進み、建替えの必要があるが、土地所有者が

建替えを認めないなど問題が発生したことから、昭和41年に借地法・借家法の改正がなされ、借地権者の建替

え、増改築に関して、土地所有者が承諾を出さない場合は、借地権者は裁判所から地主の承諾に代る許可をと

れるという内容が盛り込まれました。

このような経過を辿った末に、平成４年に土地所有者と借地権者・借家権者の権利関係を有期の契約とする

「定期借地権」の新しい概念が盛り込まれた借地借家法の新法が施行されました。

旧法は、戦前戦後の混乱の中で、借地や借家が大量に発生した事情や、道路の問題や隣地境界、契約内容、

権利関係の不明朗さが残されたまま、土地の需要の拡大に取り込まれてしまった経緯があります。

平成４年の新法施行以後に借地契約が成立した借地は新法の適用となりましたが、日本全国には現在でも旧

法が適用される相当数の借地が存在することが推測されます。特に、戦前戦後の混乱期に生じた底地は、現在、

相続等による権利継承が行われる時期にきていることや現代の状況に見合わない旧法の解消を求めることなど

が、底地の流動化の大きな要因となっております。

（注２）「オーナーズパートナー」について

土地所有者の底地管理・運営のサポートを目的として、地代集金・滞納督促連絡・土地賃貸借契約期間の更

新手続など、土地賃貸管理業務を一括して請け負うサービスです。

底地は、長い年月の間、土地を貸し借りしていることにより、契約内容が曖昧なまま、土地所有者・借地権

者ともに世代交代が進み権利関係が複雑化していることや、経済情勢の変化に対応した地代改定が行われてい

ないなど、底地を資産として有効に活用できていないケースが多く見受けられます。当社が土地所有者を代行

して借地権者の管理を行うことにより、土地所有者の管理に係る負担が軽減されるとともに、底地の有効な資

産活用が可能となります。

（２）建築事業

当事業におきましては、当社連結子会社である株式会社One’s Lifeホームが、デザイナーズフルオーダー戸建

注文住宅・デザイナーズリフォームの企画設計・施工及び管理業務を行っております。

東京都世田谷区桜、世田谷区瀬田の展示場に、戸建注文住宅とリフォームのモデルハウスを展開し、来場者に

デザイン性や珪藻土や無垢材など自然素材の素材感を伝えます。顧客の住宅プランに応じて提携している複数の

建築家を選定し、デザインコンペを実施した後、詳細プランを決定します。施工は、同社が工事からアフターメ

ンテナンスまで一貫して請け負います（One’s Lifeホーム完全責任施工）。また、工事事業者によってOne’s

Lifeホーム安全協力会（一生会）を構成し、安全協力大会の開催、定期的な研修の実施を通じて品質・安全性の

向上を図っております。

戸建注文住宅建築、リフォームのほか、当社が販売する不動産における戸建住宅の受注及び既存顧客への戸建

受注、リフォームの提案も行っております。
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事業の系統図は次のとおりです。

（不動産販売事業）

　

（建築事業）
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、「不動産権利調整のForerunner（先駆者）であり続ける 全てのステークホルダーとWIN-WIN-WINの関係

を目指す」という経営ビジョンを掲げ、事業を行っております。

当社では、流通性が低い「底地」を扱っておりますが、底地は、適切な権利調整を行なうことによって本来の

不動産価値を取り戻し、流通性を高めることができます。底地をあるべき姿に戻す、正常化し、本来の価値を取

り戻すことが私達に求められているニーズであり、これからも「不動産の再生および活用」を通じて社会に貢献

してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社は、収益性を確認する指標として、資金調達コストを含めた「売上高経常利益率」を重視しております。

平成25年12月期の「売上高経常利益率」は8.8％となりましたが、今後は利益率の向上、経費の削減、金利の圧

縮等を通じて継続的に改善していく方針であります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社は現在７拠点（東京・札幌・武蔵野・横浜・名古屋・大阪・福岡）を展開しており、全国各地において底

地をはじめとした権利調整を行う一方で、地域ごとの権利調整に関するノウハウとデータの蓄積を行って参りま

した。底地は地域性が大きく事業に関係することから、これらのノウハウとデータをもとに地域特性に合わせた

支店ごとの個性ある事業展開・営業戦略を進めて参ります。

また、現在、案件の情報入手先は、不動産仲介業者が約８割を占めておりますが、今後、情報入手先の拡大を

図るために、ハウスメーカーや投資会社、税理士、保険会社、弁護士などとのネットワークを強化して参ります。

さらに、ハウスメーカー・金融機関等と連携して土地所有者対象のセミナーの開催頻度を増やすと同時に、ポ

ータルサイト（底地.com）の充実などを通じて知名度の向上を図るとともに、情報入手チャネルの多様化と見込

み客の掘り起こし、オーナーズパートナーやコンサルティングサービスの提供などによる底地等の土地所有者と

の直接取引の拡大による競争力の強化を図ることにより、「底地シェアの拡大」を目指します。

販売においては、借地権者への売却だけに限らず、安定利回りを期待する投資家や借地権の買取りを行った際

の完全所有権の販売先など、それぞれのニーズを把握しながら、販路拡大に努める方針です。

（４）会社の対処すべき課題

当社は、「不動産権利調整のForerunner（先駆者）であり続けること」を経営ビジョンとして掲げ、「底地シェ

アの拡大」を中期経営目標としております。今後、顧客ニーズに適応したサービスの充実、様々な顧客開拓を進

めていくために、当社が取り組むべき主要な課題は以下の通りです。

① 既存事業の安定と拡大

主に当社の取り扱う旧法が適用される底地は、今後増加することがないため数量に限りがあると言えます。

しかし、当社が買取りを行う底地は、一般の借地権の世帯数に対してはごく限られた数であり、当社が関わ

っていない潜在的な底地の市場は相当数あると考えております。当社は、これまで培ってきた不動産権利調整

ノウハウを活かし、オーナーズパートナーやコンサルティングサービスを提供することにより、今まで接点の

なかった土地所有者の囲い込みを実現し、既存事業の持続的かつ安定的な拡大を図ることができると考えてお

ります。このような「底地シェア拡大」のために、専門部署の立ち上げや社員研修などを通じたコンサルティ

ング能力の向上に取り組む方針であります。

② 人材育成の推進

当社の事業は、顧客のニーズに合わせたきめ細かいコンサルティングを提供することが求められており、業

務を行うためには、不動産に係る幅広い法令や業務に関する知識が求められ、また、土地所有者、借地権者と

交渉を進めるにあたって高いコミュニケーション能力が求められます。従って、ＯＪＴ方式による徹底した人

材教育を行うことで、コンサルティング能力の向上を図り、不動産権利調整のスペシャリストを育成し、他社

との差別化を進める方針であります。
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③ 物件情報の収集力の強化

当社は、仕入れ物件情報の大半を不動産仲介業者から入手しております。近年は、金融機関や税理士などか

らの情報入手も徐々に増えており、情報チャネルの多様化がみられます。今後も継続的な成長を図るべく、既

存情報入手先との良好な取引関係を維持するとともに、業務提携等による関係強化を行い、優良な情報の確保

を進める方針です。

また、ポータルサイト（底地.com）の充実や個人向けセミナーの開催などを通じて、相談窓口を設けること

により、土地所有者との直接取引の拡大も目指しております。

④ 販売の強化

底地は、借地権者にとっては非常に購入意欲の高い不動産であると言えますが、少子高齢化が進むと、不動

産を相続させる子供がいないなどの理由により購入を見送るケースが増えることが考えられます。一方で、底

地はランニングコストのかからない優良な投資物件であるという側面も持ち合わせておりますので、投資家に

投資商品としての魅力を訴求し、販売先の確保をしていくことが、在庫リスクを減らし、当社の安定的な事業

拡大につながると考えております。また、借地権者の希望により借地権の買取りを行った場合も、販売先であ

る第三者のニーズを把握することができれば、販路拡大につながると考えられます。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当連結会計年度
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１ 859,058 ※１ 1,185,943

売掛金 256,237 210,866

販売用不動産 ※１ 4,834,082 ※１ 6,346,679

未成工事支出金 2,238 4,340

貯蔵品 3,956 3,885

繰延税金資産 103,600 154,854

その他 200,524 140,407

貸倒引当金 △3,133 △23,479

流動資産合計 6,256,565 8,023,497

固定資産

有形固定資産

建物 ※１ 152,966 165,486

減価償却累計額 △58,363 △73,323

建物（純額） 94,602 92,163

土地 1,681 1,681

建設仮勘定 17,973 ―

賃貸不動産 ※１ 481,973 ※１ 511,242

減価償却累計額 △50,944 △56,315

賃貸不動産（純額） 431,029 454,927

その他 99,353 99,076

減価償却累計額 △78,892 △78,989

その他（純額） 20,460 20,087

有形固定資産合計 565,748 568,859

無形固定資産 79,376 100,405

投資その他の資産

投資有価証券 30 30

長期貸付金 2,312 496

繰延税金資産 12,113 17,258

その他 ※１ 177,508 209,558

貸倒引当金 △1,071 △1,206

投資その他の資産合計 190,892 226,136

固定資産合計 836,017 895,402

資産合計 7,092,582 8,918,899

負債の部

流動負債

買掛金 769,710 504,617

1年内償還予定の社債 23,000 63,000

短期借入金 ※１ 1,882,770 ※１ 3,171,481

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 188,930 ※１ 127,096

未払法人税等 325 339,669

賞与引当金 333 ―

その他 232,458 380,666

流動負債合計 3,097,527 4,586,531
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当連結会計年度
(平成25年12月31日)

固定負債

社債 42,500 159,500

長期借入金 ※１ 483,460 ※１ 259,115

資産除去債務 4,228 4,291

その他 32,088 41,756

固定負債合計 562,277 464,663

負債合計 3,659,804 5,051,194

純資産の部

株主資本

資本金 257,000 257,000

資本剰余金 218,000 218,000

利益剰余金 2,957,792 3,392,758

自己株式 △14 △53

株主資本合計 3,432,778 3,867,704

純資産合計 3,432,778 3,867,704

負債純資産合計 7,092,582 8,918,899
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 9,475,369 9,187,790

売上原価 ※１ 7,060,627 ※１ 6,254,134

売上総利益 2,414,741 2,933,656

販売費及び一般管理費 ※２ 1,897,501 ※２ 2,013,672

営業利益 517,240 919,983

営業外収益

受取利息 414 1,569

受取配当金 112 109

還付金収入 587 1,284

損害保険金収入 ― 1,651

その他 3,781 7,182

営業外収益合計 4,896 11,797

営業外費用

支払利息 69,659 87,359

支払手数料 13,424 6,793

貸倒引当金繰入額 ― 19,867

その他 2,052 7,854

営業外費用合計 85,136 121,875

経常利益 436,999 809,904

特別利益

固定資産売却益 ※３ 23,055 ―

投資有価証券売却益 100 ―

特別利益合計 23,155 ―

特別損失

固定資産除却損 ※４ 2,568 ―

減損損失 2,730 ―

リース解約損 12,154 ―

特別損失合計 17,452 ―

税金等調整前当期純利益 442,703 809,904

法人税、住民税及び事業税 143,402 410,638

法人税等調整額 66,076 △56,398

法人税等合計 209,478 354,239

少数株主損益調整前当期純利益 233,224 455,664

当期純利益 233,224 455,664
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 233,224 455,664

その他の包括利益

その他の包括利益合計 ― ―

包括利益 233,224 455,664

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 233,224 455,664

少数株主に係る包括利益 ― ―
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 257,000 218,000 2,765,968 － 3,240,968 3,240,968

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △ 41,400 　 △ 41,400 △ 41,400

当期純利益 　 　 233,224 　 233,224 233,224

自己株式の取得 　 　 　 △ 14 △ 14 △ 14

当期変動額合計 － － 191,824 △ 14 191,809 191,809

当期末残高 257,000 218,000 2,957,792 △ 14 3,432,778 3,432,778

当連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 257,000 218,000 2,957,792 △14 3,432,778 3,432,778

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △ 20,699 　 △ 20,699 △ 20,699

当期純利益 　 　 455,664 　 455,664 455,664

自己株式の取得 　 　 　 △ 38 △ 38 △ 38

当期変動額合計 － － 434,965 △ 38 434,926 434,926

当期末残高 257,000 218,000 3,392,758 △ 53 3,867,704 3,867,704
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 442,703 809,904

減価償却費 63,219 66,198

減損損失 2,730 ―

リース解約損 12,154 ―

固定資産除却損 2,568 ―

固定資産売却損益（△は益） △23,055 ―

投資有価証券売却損益（△は益） △100 ―

受取利息及び受取配当金 △526 △1,678

支払利息 69,659 87,359

営業外支払手数料 13,424 6,793

貸倒引当金の増減額（△は減少） 397 20,480

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,654 △333

売上債権の増減額（△は増加） △109,326 45,371

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,135,852 △1,514,628

仕入債務の増減額（△は減少） 353,345 △265,092

その他の資産の増減額（△は増加） △88,014 43,975

その他の負債の増減額（△は減少） △20,193 164,831

その他 ― 2,131

小計 △424,520 △534,686

利息及び配当金の受取額 1,155 1,220

利息の支払額 △70,909 △87,677

営業外支払手数料の支払額 △13,424 △6,793

法人税等の支払額 △433,580 △78,007

法人税等の還付額 470 41,671

リース解約に伴う支払額 △12,154 ―

営業活動によるキャッシュ・フロー △952,962 △664,273

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △95,928 △84,202

定期預金の払戻による収入 84,600 39,001

有形固定資産の取得による支出 △45,565 △49,246

有形固定資産の売却による収入 48,304 1,208

無形固定資産の取得による支出 △12,460 △47,349

投資有価証券の売却による収入 600 ―

貸付けによる支出 ― △40,000

貸付金の回収による収入 5,217 5,097

その他 △100 70

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,332 △175,421

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 894,241 1,288,711

長期借入れによる収入 842,500 278,500

長期借入金の返済による支出 △502,730 △564,679

社債の発行による収入 ― 197,256

社債の償還による支出 △493,000 △43,000

自己株式の取得による支出 △14 △38

配当金の支払額 △40,917 △20,601

長期未払金の返済による支出 △7,928 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー 692,149 1,136,148
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △276,145 296,454

現金及び現金同等物の期首残高 1,068,903 792,757

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 792,757 ※１ 1,089,211
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数 1社

連結子会社の名称

株式会社One’s Life ホーム

なお、株式会社サンセイコミュニティは、当社を吸収合併存続会社、株式会社サンセイコミュニティを吸収合

併消滅会社とする吸収合併を行ったことにより、平成25年７月１日付で連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数 －

(2) 持分法を適用しない関連会社 －

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

販売用不動産及び未成工事支出金

個別法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７～15年

賃貸不動産 ５～47年

その他 ３～20年

③無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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(4）重要な収益及び費用の計上方法

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手元現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜処理によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用として処理し

ております。

(表示方法の変更)

前連結会計年度において投資その他の資産に表示していました「投資不動産」は、当連結会計年度より、有形固

定資産の「賃貸不動産」として表示しております。

これは、賃貸不動産を管理していた子会社㈱サンセイコミュニティを平成25年７月１日付で吸収合併したことを

契機に事業運営の実態をより適切に表示するために行ったものであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、

前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」に表示していた「投資不動産」481,973千円、「減

価償却累計額」△50,944千円、「投資不動産（純額）」431,029千円は、「有形固定資産」に「賃貸不動産」481,973千

円、「減価償却累計額」△50,944千円、「賃貸不動産（純額）」431,029千円として組替えております。

また、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投

資不動産の取得による支出」に表示していた△10,374千円は、「有形固定資産の取得による支出」として組替え、

「投資不動産の売却による収入」に表示していた46,804千円は、「有形固定資産の売却による収入」として組替えて

おります。

(連結貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

イ 担保に供している資産

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当連結会計年度
(平成25年12月31日)

定期預金 50,000千円 50,000千円

長期預金（投資その他の資産） 10,000千円 －千円

建物 27,353千円 －千円

販売用不動産 2,857,339千円 4,084,120千円

賃貸不動産 240,755千円 237,611千円

計 3,185,447千円 4,371,731千円

ロ 上記に対応する債務

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当連結会計年度
(平成25年12月31日)

短期借入金 1,738,270千円 3,082,800千円

１年内返済予定の長期借入金 164,880千円 93,316千円

長期借入金 463,060千円 223,540千円

計 2,366,210千円 3,399,656千円
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(連結損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

売上原価 42,963千円 23,652千円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

販売手数料 140,401千円 136,980千円

給与手当 639,151千円 605,639千円

賞与引当金繰入額 333千円 －千円

貸倒引当金繰入額 397千円 612千円

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

土地 1,128千円 －千円

建物（賃貸不動産） 3,768千円 －千円

土地（賃貸不動産） 18,159千円 －千円

計 23,055千円 　－千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

建物 2,568千円 －千円

(連結包括利益計算書関係)

　 該当事項はありません。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

１ 発行済株式に関する事項

当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,900,000 － － 6,900,000

２ 自己株式に関する事項

当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） － 69 － 69

（変動事由の概要）

　 単元未満株の買取りによる増加 69株

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年３月29日

定時株主総会
普通株式 41,400 6.00 平成23年12月31日 平成24年３月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年３月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 20,699 3.00 平成24年12月31日 平成25年３月29日

当連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

１ 発行済株式に関する事項

当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,900,000 － － 6,900,000

２ 自己株式に関する事項

当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 69 79 － 148

（変動事由の概要）

　 単元未満株の買取りによる増加 79株

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年３月28日

定時株主総会
普通株式 20,699 3.00 平成24年12月31日 平成25年３月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 20,699 3.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日

決算短信 （宝印刷）  2014年03月04日 11時31分 25ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株式会社サンセイランディック(3277) 平成25年12月期 決算短信

－ 24 －

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

現金及び預金勘定 859,058千円 1,185,943千円

預入期間３か月超の定期預金 △ 66,301千円 △ 96,731千円

現金及び現金同等物 792,757千円 1,089,211千円
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、底地の仕入れ及び権利調整を行う不動産の売買を主な事業とし、さらに不動産売買に限らず

戸建の販売、リフォーム工事等の事業活動を展開しております。これにより、「不動産販売事業」「建築事業」の

２つを報告セグメントとしております。

各事業の内容は下記のとおりであります。

「不動産販売事業」・・・不動産の販売

「建築事業」・・・・・・戸建住宅の販売、リフォーム工事

　
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額不動産販売

事業(注)2
建築事業 計

売上高

外部顧客への売上高 7,802,775 1,672,594 9,475,369 － 9,475,369

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 65,652 65,652 △ 65,652 －

計 7,802,775 1,738,247 9,541,022 △ 65,652 9,475,369

セグメント損益(△は損失) 952,314 21,494 973,808 △ 456,567 517,240

セグメント資産 5,639,584 678,160 6,317,745 774,837 7,092,582

その他の項目

減価償却費 34,261 18,046 52,308 10,911 63,219

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

33,956 19,121 53,078 11,288 64,367

（注）１．調整額は以下の通りであります。

(1) セグメント損益の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用

△462,573千円であります。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産833,319千円、セグメント間取

引の消去△58,481千円であります。

全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

(3) 減価償却費の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産の

増加額であります。

２．不動産販売事業の減価償却費には賃貸不動産に係る減価償却費8,027千円、有形固定資産及び無形固定資産

の増加額には賃貸不動産の増加額10,374千円が含まれております。
　

決算短信 （宝印刷）  2014年03月04日 11時31分 27ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株式会社サンセイランディック(3277) 平成25年12月期 決算短信

－ 26 －

当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額不動産販売

事業(注)2
建築事業 計

売上高

外部顧客への売上高 7,599,472 1,588,317 9,187,790 － 9,187,790

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 74,843 74,843 △ 74,843 －

計 7,599,472 1,663,161 9,262,633 △ 74,843 9,187,790

セグメント損益(△は損失) 1,580,328 △ 104,991 1,475,336 △ 555,353 919,983

セグメント資産 7,134,132 454,654 7,588,787 1,330,112 8,918,899

その他の項目

減価償却費 35,162 20,406 55,568 10,629 66,198

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

65,359 10,954 76,314 20,281 96,595

（注）１．調整額は以下の通りであります。

(1) セグメント損益の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない販売費及び一般管理費の全社費用△

542,170千円であります。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産1,382,773千円、セグメント間

取引の消去△52,661千円であります。

全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

(3) 減価償却費の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産の

増加額であります。

２．不動産販売事業の減価償却費には賃貸不動産に係る減価償却費8,492千円、有形固定資産及び無形固定資産

の増加額には賃貸不動産の増加額46,386千円が含まれております。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

当社の連結子会社である㈱サンセイコミュニティは、平成25年７月１日付で当社が吸収合併いたしました。こ

れに伴い、前連結会計年度まで「その他事業」の区分に含めておりました不動産の管理は当連結会計年度より

「不動産販売事業」に含めております。なお、前連結会計年度の「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、

資産その他の項目の金額に関する情報」につきましては、当該変更後の金額に組替えて表示しております。
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(関連情報)

前連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

当連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社平成観光 1,068,547 不動産販売事業

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

該当事項はありません。

　

(関連当事者情報)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり純資産額 497.51円 560.55円

１株当たり当期純利益金額 33.80円 66.04円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前連結会計年度

(自 平成24年１月１日

至 平成24年12月31日)

当連結会計年度

(自 平成25年１月１日

至 平成25年12月31日)

当期純利益(千円) 233,224 455,664

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 233,224 455,664

普通株式の期中平均株式数（株） 6,899,968 6,899,906

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類

(新株予約権の数10,460個)

新株予約権の目的となる株

式の種類及び数

普通株式 523,000株

新株予約権１種類

(新株予約権の数10,460個)

新株予約権の目的となる株

式の種類及び数

普通株式 523,000株

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（平成24年12月31日）

当連結会計年度

（平成25年12月31日）

純資産の部の合計額(千円) 3,432,778 3,867,704

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － －

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,432,778 3,867,704

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

(株)
6,899,931 6,899,852

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年12月31日)

当事業年度
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 511,433 1,033,753

売掛金 23,110 22,862

販売用不動産 4,838,621 6,349,958

貯蔵品 1,971 2,032

前渡金 21,940 33,000

前払費用 24,352 30,077

繰延税金資産 103,138 154,229

立替金 97,576 1,043

その他 59,537 64,354

貸倒引当金 △1,738 △22,351

流動資産合計 5,679,942 7,668,961

固定資産

有形固定資産

建物 54,803 55,330

減価償却累計額 △14,955 △19,892

建物(純額) 39,848 35,437

車両運搬具 8,659 5,072

減価償却累計額 △6,918 △4,233

車両運搬具(純額) 1,740 838

工具、器具及び備品 63,699 70,884

減価償却累計額 △48,680 △56,078

工具、器具及び備品(純額) 15,018 14,805

土地 388 1,681

賃貸不動産 502,807 547,131

減価償却累計額 △54,899 △61,329

賃貸不動産(純額) 447,908 485,801

有形固定資産合計 504,904 538,566

無形固定資産

ソフトウエア 73,904 69,692

ソフトウエア仮勘定 ― 26,712

その他 1,875 1,957

無形固定資産合計 75,780 98,362

投資その他の資産

投資有価証券 30 30

関係会社株式 25,650 25,650

出資金 4,050 4,010

長期貸付金 30,012 496

長期前払費用 1,569 3,743

長期預金 46,128 60,900

差入保証金 86,656 89,098

繰延税金資産 4,538 4,404

その他 ― 23,890

貸倒引当金 △21,479 △1,206

投資その他の資産合計 177,156 211,016

固定資産合計 757,841 847,945

資産合計 6,437,784 8,516,906
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年12月31日)

当事業年度
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 245,335 138,091

1年内償還予定の社債 23,000 63,000

短期借入金 1,882,770 3,171,481

1年内返済予定の長期借入金 158,230 93,316

未払金 40,689 93,267

未払費用 66,137 122,259

未払法人税等 ― 327,819

前受金 11,757 45,000

預り金 28,827 35,186

前受収益 4,862 8,416

その他 6,048 580

流動負債合計 2,467,658 4,098,418

固定負債

社債 42,500 159,500

長期借入金 463,060 223,540

受入保証金 31,620 41,756

固定負債合計 537,180 424,796

負債合計 3,004,839 4,523,215

純資産の部

株主資本

資本金 257,000 257,000

資本剰余金

資本準備金 218,000 218,000

資本剰余金合計 218,000 218,000

利益剰余金

利益準備金 2,200 2,200

その他利益剰余金

別途積立金 100,000 100,000

繰越利益剰余金 2,855,759 3,416,544

利益剰余金合計 2,957,959 3,518,744

自己株式 △14 △53

株主資本合計 3,432,944 3,993,691

純資産合計 3,432,944 3,993,691

負債純資産合計 6,437,784 8,516,906

決算短信 （宝印刷）  2014年03月04日 11時31分 32ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株式会社サンセイランディック(3277) 平成25年12月期 決算短信

－ 31 －

（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

当事業年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 7,770,815 7,580,805

売上原価 5,753,929 4,894,283

売上総利益 2,016,885 2,686,521

販売費及び一般管理費 1,503,937 1,642,320

営業利益 512,947 1,044,200

営業外収益

受取利息 1,105 1,882

受取配当金 112 109

還付金収入 587 1,284

違約金収入 ― 672

業務受託料 511 990

その他 1,293 2,384

営業外収益合計 3,610 7,323

営業外費用

支払利息 66,614 83,646

支払手数料 13,424 6,793

社債発行費 ― 2,743

貸倒引当金繰入額 14,771 20,134

その他 1,707 8,932

営業外費用合計 96,518 122,250

経常利益 420,039 929,272

特別利益

固定資産売却益 20,695 ―

投資有価証券売却益 100 ―

特別利益合計 20,795 ―

特別損失

固定資産除却損 1,135 ―

特別損失合計 1,135 ―

税引前当期純利益 439,699 929,272

法人税、住民税及び事業税 143,076 398,744

法人税等調整額 60,248 △50,956

法人税等合計 203,325 347,787

当期純利益 236,374 581,485
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売上原価明細書

前事業年度

（自 平成24年１月１日

至 平成24年12月31日）

当事業年度

（自 平成25年１月１日

至 平成25年12月31日）

区分 注記

番号

金額（千円） 構成比

（％）

金額（千円） 構成比

（％）

Ⅰ 土地原価 5,566,361 96.7 4,771,708 97.5

Ⅱ 建物原価 118,581 2.1 79,377 1.6

Ⅲ 経費 ※ 26,023 0.5 19,545 0.4

Ⅳ たな卸資産評価損 42,963 0.7 23,652 0.5

合計 5,753,929 100.0 4,894,283 100.0

（注）※ 主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

減価償却費 8,027 8,492

管理諸費 9,755 6,864

（原価計算の方法）

原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算を採用しております。
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 257,000 218,000 218,000 2,200 100,000 2,660,784 2,762,984

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △ 41,400 △ 41,400

当期純利益 　 　 　 　 　 236,374 236,374

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － － 194,974 194,974

当期末残高 257,000 218,000 218,000 2,200 100,000 2,855,759 2,957,959

(単位：千円)

　
株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 ― 3,237,984 3,237,984

当期変動額 　 　 　

剰余金の配当 　 △41,400 △41,400

当期純利益 　 236,374 236,374

自己株式の取得 △14 △14 △14

当期変動額合計 △14 194,959 194,959

当期末残高 △14 3,432,944 3,432,944
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当事業年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 257,000 218,000 218,000 2,200 100,000 2,855,759 2,957,959

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △ 20,699 △ 20,699

当期純利益 　 　 　 　 　 581,485 581,485

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 － － － － － 560,785 560,785

当期末残高 257,000 218,000 218,000 2,200 100,000 3,416,544 3,518,744

(単位：千円)

　
株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △ 14 3,432,944 3,432,944

当期変動額 　 　 　

剰余金の配当 　 △ 20,699 △ 20,699

当期純利益 　 581,485 581,485

自己株式の取得 △ 38 △ 38 △ 38

当期変動額合計 △ 38 560,747 560,747

当期末残高 △ 53 3,993,691 3,993,691
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(表示方法の変更)

前事業年度において投資その他の資産に表示していました「投資不動産」は、当事業年度より、有形固定資産の

「賃貸不動産」として表示しております。

これは、賃貸不動産を管理していた子会社㈱サンセイコミュニティを平成25年７月１日付で吸収合併したことを

契機に事業運営の実態をより適切に表示するために行ったものであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年

度の貸借対照表において、「投資その他の資産」に表示していた「投資不動産」502,807千円、「減価償却累計額」△

54,899千円、「投資不動産（純額）」447,908千円は、「有形固定資産」に「賃貸不動産」502,807千円、「減価償却累

計額」△54,899千円、「賃貸不動産（純額）」447,908千円として組替えております。
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６．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

生産実績を定義することが困難であるため「生産実績」は記載しておりません。

　

② 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメント 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

建築事業 1,651,683 94.7 400,904 118.8

　 （注）１．建築事業以外は受注を行っておりません。

　 ２．セグメント間取引については相殺消去しております。

　 ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　 ４．上記の金額は、販売価額により表示しております。

　

③ 仕入実績

事業の種類別セグメント 区画数 前年同期比(％) 仕入高(千円) 前年同期比(％)

不動産販売事業 472 61.3 6,386,076 93.0

うち底地 415 64.4 2,688,181 69.3

うち居抜き物件 48 120.0 2,252,502 134.3

うち所有権 9 10.5 1,445,392 110.5

（注）１．不動産販売事業以外は仕入を行っておりません。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

３．「区画数」については、底地の場合は借地権者の人数など、物件の仕入時に想定される販売区画の数量

を記載しております。

４．底地・居抜き物件・所有権が混在する物件については、底地を含む物件は「うち底地」に、居抜き物件

と所有権のみが混在する物件は「うち居抜き物件」に含めて記載しております。

　

④ 販売実績

事業の種類別セグメント 件数 前年同期比(％) 販売高(千円) 前年同期比(％)

不動産販売事業 470 121.8 7,599,472 97.8

うち底地 398 127.6 3,690,002 98.0

うち居抜き物件 34 100.0 2,310,771 84.8

うち所有権 38 95.0 1,278,755 117.9

その他の不動産販売事業 － － 319,943 163.3

建築事業 191 101.1 1,588,317 95.0

合計 － － 9,187,790 97.0

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間取引については相殺消去しております。

３．「件数」については、不動産販売事業においては売買契約、建築事業においては受注契約の件数を記載

しております。

４．底地・居抜き物件・所有権の区分については、仕入時の区分により記載しております。仕入後に権利調

整により底地から所有権に変わった区画等に関しては、仕入時の区分に基づき底地に含めて記載してお

ります。また、底地・居抜き物件・所有権が混在する物件については、底地を含む物件は「うち底地」

に、居抜きと所有権のみが混在する物件は「うち居抜き物件」に含めて記載しております。

５．「その他の不動産販売事業」は、地代家賃収入、仲介手数料による収入、業務受託手数料収入等であり

ます。

６．建築事業の件数・販売高につきましては、リフォーム工事・改築工事等の件数・金額を含んでおりま

す。
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（２）役員の異動

該当事項はありません。
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